	実施年度

平成 20年度

継続事業

の場合

開始年度

平成　　年度

最終予定年度

平成　　年度


有機農業総合支援対策　（地域有機農業施設整備事業）　実施計画書

（ご注意）本記載例は、あくまでも参考としてお示しするものであり、記載例の内容を計画の内容とすることによって必ずしも審査に影響するものではありません。

応募者名：　ＮＰＯ法人○○県有機農業研究会
都道府県名：　○○県
関係市町村名：　○○市、○○町、○○町



（別紙様式第３－Ｆ号）

第１　事業計画総括表

　１　事業計画総括表

	都道府県及び関係市町村名
	応募者名
	対象作目等名（作物名）
	受　益
	事　業　内　容
	事業量

（設置面積、規模・処理能力等）
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	戸数
	面積、出荷量、処理量等
	
	
	
	補助金
（国費）
	自己

資金
	その他

	

	○○県

○○市、
○○町、
○○町



	ＮＰＯ法人

○○県有機農業研究会
	－
	戸
－
	ha,t
－
	技術支援施設整備
	木造２階建て 新築　○○○．○㎡
	千円
○○○
	千円
○○○
	千円
○○○
	千円

○○○
	

	
	
	大豆
	○○戸
	○ha　○○kg
	種苗生産・調製・貯蔵・出荷用施設整備

	計
	○○○
	○○○
	○○○
	○○○
	

	
	
	ネギ
	○○戸
	○ha　○○L
	
	育苗用温室　１式　 ○○○．○㎡

保存保冷庫　１台　

粒形選別器　１台

風力選別器　１台

種子選別機　１台

転選機　１台

種子乾燥機　１台

種子計量器　１台

発芽試験用恒温器　１台
	○○○
○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○
	
	
	
	

	
	
	カラシナ
	○○戸
	○ha　○○L
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ダイコン
	○○戸
	○ha　○○L
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	カブ
	○○戸
	○ha　○○L
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ニンジン
	○○戸
	○ha　○○L
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	カボチャ
	○○戸
	○ha　○○L
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	オクラ
	○○戸
	○ha　○○L
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ナス（穂木）

ナス（台木）
	○○戸
	○ha　○○L


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	大豆、ネギ、

カラシナ、ダイコン、

カブ、ニンジン、カボチャ、オクラ、ナス
	○○戸
	○○ha
	土壌診断施設整備
	計
	○○○
	○○○
	○○○
	○○○
	

	
	
	
	
	
	
	土壌粉砕師分装置　１台
振とう機　１台
pH測定装置　１台
EC測定装置　１台
電子天秤　１台
土壌水分計　１台
土壌分析装置　１台
分析装置用パソコン　１台
たい肥熟度判定器　１台
たい肥温度センサー　１台
実験台　１台
薬品保管庫　　１台
試薬　１式
	○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○
	
	
	
	

	計
	
	○○○
	○○○
	○○○
	


（注）１　「対象作目等名（作物名）」の欄については、水稲、麦・大豆、資料作物、その他の土地利用型作物（作物名）、野菜、果樹、茶、その他（作物名）の別に記載してください。

　　　　　　  ２　「事業内容」の欄については、公募要領第２に掲げる事業の内容を記載してください。

　　　　　　　３　「計」の「備考」欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「除税額○○○円、うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入してください。

　　　　　　　４　記載欄については、適宜拡張して必要事項を記載してください。ページ数が増えてもかまいません。（以下同じ）

　
（参考）全体計画書（事業実施期間を２年以上とする場合に作成。）
	応募者名
	事業実施期間
	全体計画
	年次計画
	負担区分
	備考


	
	
	事業内容
	事業量
	事業費
	２０年度
	２１年度以降
	補助金

（国庫）
	自　己

資　金
	その他
	

	
	
	
	
	
	事業量
	事業費
	事業量
	事業費
	
	
	
	

	
	
	
	
	千円

	
	千円

	
	千円

	千円

	千円

	千円

	

	
	
	計
	
	計
	
	計
	
	
	
	
	


第２　事業実施対象地区の状況

　１　地区の立地条件（自然的条件（気象・土壌等）、社会的・経済的条件）
	


　
２　地区の農業の状況　
	地区名

（関係市町村、集落等）


	販　売

農家数

（戸）
	農地面積（ha）
	家畜の

飼養頭数

（頭羽数）
	農産物の

販売額

（百万円）
	農作物の作付面積（ｈａ）
	備考


	
	
	水田
	畑
	樹園地
	
	
	水稲
	麦・

大豆
	飼料

作物

	その他土地

利用型作物

（そば等）
	野菜
	果樹
	茶
	その他
	

	○○市、○○町、
○○町（合計）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち有機農業（平成○年度）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　（注） 上表において、「有機農業」は、①有機ＪＡＳの認証を受けているもの、②有機ＪＡＳと同等の取組、③特別栽培農産物の表示に係るガイドラインにおいて栽培期間中節減対象となる化学合成農薬・化学肥料不使用に該当する取組とします。「うち有機農業（平成○年度）」の欄には、これら①～③の取組のうち応募者の把握している取組に係るデータを記載するとともに、「備考」欄には、どの取組に係るデータであるかを記載してください。

第３　事業の内容
１　規模決定基礎等

（１）規模決定基礎

	技術支援施設（研修宿泊施設）

　木造２階建て。
　受け入れる予定の研修生の人数は常時○○名、年間計で○○名受入の予定。
　平均的な研修実施期間は、○○ヶ月。

　常時受け入れ人数○○名に対して必要な施設の床面積及び建設価格は以下のとおり。（1坪＝3.3㎡＝２畳で計算）

	
	（１階）　研修・作業室　　○○畳
炊事場　　　　　　○畳
トイレ（１階）　　○畳
事務室　　　　　　○畳
土壌診断室　　　　○畳
種子調製出荷室　○○畳
計　　　　　　○○畳
※　研修・作業室○○畳の根拠は、
　　Ａ畳/１名×（研修生Ｂ名

＋指導員Ｃ名）＝
（Ａ×（Ｂ＋Ｃ））畳
	（２階）　個室１（２名）　　○畳

個室２（２名）　　○畳

個室３（２名）　　○畳

個室４（２名）　　○畳

個室５（２名）　　○畳

風呂場　　　　　　○畳

トイレ（２階）　  ○畳

廊下　（２階）　　○畳

計　　　　　○○畳
※　個室○畳の根拠は、
　Ａ畳/１名×Ｂ名/１室＝
（Ａ×Ｂ）畳
	（必要な床面積）
１階　　○○畳　＝　○○○．○㎡
２階　　○○畳　＝  ○○○．○㎡
計　　　　　　　　○○○．○㎡　
（参考）地域の工務店が建設した場合の㎡当たり建設単価

工務店Ａ（○○市）＝○○○,○○○円（電話聞き取り値）
工務店Ｂ（○○町）＝○○○,○○○円（電話聞き取り値）

工務店Ｂ（○○町）＝○○○,○○○円（電話聞き取り値）
　　最小値＝○○○,○○○円/㎡
建設価格
　　○○○,○○○円/㎡×○○○㎡＝○○,○○○千円

	種苗生産・調製・貯蔵・出荷用施設
　技術支援施設のうち、種子調製出荷室に整備する。

　供給対象者は、本事業の受益地（１市２町）の有機農家○○○戸とする。

　有機農家○○○戸を対象に供給の必要がある有機種子の量は以下のとおり。
　
大豆　　　○○大豆　　　　　　は種量5kg/10a　　×　は種予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○kg　　
　　ネギ  　　○○○○（春まき）　は種量8dl/10a  　×　は種予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量  ○○L
　　カラシナ　○○菜　　　　　　　は種量1.5L/10a   ×　は種予定ほ場　○ha　  ＝　　供給必要量  ○○L
　　ダイコン　○○大根（秋どり）　は種量5dl/10a　　×　は種予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○L
カブ　　　○○　　　　　　　　は種量5dl/10a　　×　は種予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○L

ニンジン　○○　　　　　　　　は種量1dl/10a　　×　は種予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○L

カボチャ　○○　（春まき）　　は種量1dl/10a　　×　は種予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○L

　オクラ　　○○オクラ　　　　　は種量1dl/10a　　×　は種予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○L
　ナス（穂木）○○○　　　　　　は種量0.4dl/10a　×　移植予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○L
　ナス（台木）○○○　　　　　　は種量0.6dl/10a　×　移植予定ほ場　○ha　　＝　　供給必要量　○○L　　　

以上の有機種苗の生産、調製、貯蔵、出荷を行う上で最低限必要となる以下の機器等を整備する。

　　　育苗用温室　　○○㎡　　１台　（ナスの種苗の生産用として必要。）

　　　保存保冷庫　　　　　　　１台　（種子の品質を長期に渡り維持する上で必要。）

粒形選別機　　　　　　　１台　（種子の形状による選別を実施するために必要。）　　
　　　風力選別機　　　　　　　１台　（風力選別を実施するために必要。）
　　　種子選別機（果菜類用）　１台　（果菜類種子の品質を維持する上で必要な選別を実施するために必要。）
　　　転選機（豆類用）　　　　１台　（豆類種子の品質を維持する上で必要な選別を実施するために必要。）
　　　種子乾燥機　　　　　　　１台　（種子の長期保管のための乾燥のために必要。）　　

　　　種子計量器（ｼｰﾄﾞｶｳﾝﾀｰ） １台　（種子出荷の際の袋詰めに必要。）
　　　発芽試験用恒温器　　　　１台　（調製作業の終了した種子の発芽能力を調べるために必要。）

	土壌診断施設

　分析項目は、ｐＨ、ＥＣ、ＣＥＣ、水分、ＮＨ４－Ｎ、ＮＯ３－Ｎ、Ｋ２Ｏ、ＣａＯ、ＭｇＯ、Ｐ２Ｏ５　。

以上の項目の分析を実施する上で最低限必要となる機器を技術支援施設の土壌分析室内に整備する。

　最低限必要なものは以下のとおり。　

　　
　　　振とう器　　　　　　　　１台　（土壌分析の前処理に必要。）
　　　ｐＨ測定装置　　　　　　１台　（土壌ｐＨの測定に必要。）
　　　ＥＣ測定装置　　　　　　１台　（土壌ＥＣ（電気伝導度）の測定に必要。）
　　　電子天秤　　　　　　　　１台　（土壌、試薬の計量に必要。）
　　　土壌水分計　　　　　　　１台　（土壌水分の測定に必要。）
　　　土壌分析装置　　　　　　１台　（土壌中のＮＨ４－Ｎ、ＮＯ３－Ｎ、Ｋ２Ｏ、ＣａＯ、ＭｇＯ、Ｐ２Ｏ５の分析に必要。）
　　分析装置用パソコン　　　１台　（土壌分析装置の制御、分析結果の保存、解析に必要。）
　　　周辺機器（プリンタ）　　１台　（土壌分析結果の印刷に必要。）
　　　たい肥熟度判定器　　　　１台　（たい肥の発酵の進行状況を把握し、最適なたい肥づくりの実施に必要。）
　　　たい肥温度センサー　　　１台　（たい肥の発酵温度の確認に必要。）
　　　実験台　　　　　　　　　１台　（土壌診断の実施に必要。）
　　　薬品保管庫　　　　　　　１台　（土壌診断の試薬の保管に必要。）
　　　試薬　　　　　　　　　　１式　（土壌分析の実施に必要。）


（注）公募要領第２の４に掲げる「技術支援施設（建物及び附帯施設を含む）」、「種苗生産用施設」、「種苗貯蔵施設」、「種苗調製・出荷用施設」又は「土壌診断施設」のうち、本事業で整備しようとする施設について、それぞれ規模決定（導入する施設の規模、処理能力等）をした計算過程をその根拠となる栽培面積、生産量、処理量、受入人数、利用計画、既存の機械・施設の能力等の具体的な数値を用いて記載してください。

　

（２）施設の導入予定場所等

	施　設　名


	導入予定場所

	面積

	土地の所有者

	借地等の場合
	備　　考


	
	
	
	
	貸借等の手続き
（了・未了）
	貸借等の終了
予定年月日
	

	（施設）
技術支援施設

育苗用温室


	（市町村）　　　（番地）

○○市○○町　○○番地
　○○市○○町　○○番地


	（㎡）
○○㎡

○○㎡


	○○　○○
○○　○○
	未了
未了

	２０○○年
○月○○日

（施設用地）


	施設用地については、建設から○○年間を確保予定



２　施設・装置の整備状況及び利用計画等

（１）既存施設の整備及び利用状況

	実施

年度

	整備事業等名

	事業実施

主体名

	受益

農家

戸数
	受益面積（ha、ｔ）

	規模

・

能力
	仕　様

	事業費

	利用の状況に関する説明

	
	
	
	
	
	
	
	
	利用率

（平成○年、％）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　本表は、整備しようとする施設・装置と同様の目的を有し、当該施設・装置の受益農家等が利用可能な施設・機械が既に整備されている場合に作成してください。

　　　　　　　２　「整備事業等名」の欄には、既存施設の整備に係る事業名等を記載してください。

　　　　　　　３　「利用率」の欄には計画時の目標の処理量に対する現況の処理量の割合で表してください。　（利用率＝実際の使用÷計画目標）

　　　　　　　４　「利用の状況に関する説明」の欄には、既存の施設がありながら新設の施設を導入する理由を簡潔に記述してください。

　　　　　　　５　既存施設と本事業で整備する施設・装置の関係について概念図を添付してください。

（２）本事業で整備する施設・装置の利用計画　＜（開始）　　　　　　　　　（終了）＞
	施設・装置名
	利用日数

（目標：
平成22年）
	月別利用計画　（２１年度以降、予定）
	年間の受入人数、
診断点数、供給量

（目標：平成22年）
	利用率
（目標：

平成
22年）
	備考


	
	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	
	
	

	技術支援施設


	稼動期間○○○日/年
	

	水稲コース○名
野菜コース○名
	100％
	

	種苗生産・調

製・貯蔵・出

荷用施設


	稼動期間○○日/年
	　　　　　　　
　＜採種・調製＞
	大豆　○○kg
	100％
	

	
	稼動期間○○日/年
	　　　 
＜採種・調製＞
	ネギ（春まき）○○L


	
	

	
	稼動期間○○日/年
	
＜採種・調製＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	カラシナ○○L
	
	

	
	稼動期間○○日/年
	
　　　　　　　＜採種・調製＞
	ダイコン（秋どり）

○○L
	
	

	
	稼動期間○○日/年
	　　　　　　　＜採種・調製＞
	小カブ　○○L


	
	

	
	稼動期間○○日/年
	
　　　　　　＜採種・調製＞
	ニンジン○○L


	
	

	
	稼動期間○○日/年
	
＜採種・調製＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	カボチャ（春まき）

○○L
	
	

	
	稼動期間○○日/年
	　
＜採種・調製＞
	オクラ○○L


	
	

	
	稼動期間○○日/年
	
＜採種・調製＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	ナス　○○L

	
	

	土壌診断施設
	稼動期間○○○日/年
	
	周年実施
	100％
	


　

（参考）有機種苗の供給計画
	供給予定の

作目名

(予定)
	供給予定の品種・系統等の名称（予定）
	供給予定
数量

（年間）

（予定）
	増殖・出荷予定品種に育成者権・専用利用権等を有する者が存在する場合
	種苗業者の届出の有無（予定）

	備考


	
	
	
	育成者権・専用利用権等を有する者の氏名・名称及び育成者権の存続期間満了日
	育成者権・専用利用権等を有する者からの増殖・出荷に関する承諾の状況
	
	

	大豆
	○○青大豆（在来種）
	○○kg
	育成者権者、専用利用権者その他当該品種等の権利を有する者が存在しないことを確認済み。
	　　　　　　　　－
	施設整備を実施し、種苗供給を開始する際に届出予定

	

	ネギ
	○○○○
	○○L
	育成者権者　　　山田○○

専用利用権者　　田中○○

存続期間満了日　　○○年○月○日
	育成者権者、専用利用権者から、当該種子の増殖・出荷に関する承諾済み
	
	

	カラシナ
	○○菜（在来種）
	○○L
	育成者権者、専用利用権者その他当該品種等の権利を有する者が存在しないことを確認済み。
	　　　　　　　　－
	
	

	ダイコン
	○○大根（在来種）
	○○L
	育成者権者、専用利用権者その他当該品種等の権利を有する者が存在しないことを確認済み。
	　　　　　　　　－
	
	

	カブ
	○○
	○○L
	育成者権者　　　大石○○、鈴木○○

専用利用権者　　山崎○○

存続期間満了日　　○○年○月○日
	本品種には、かつて育成者権者、専用利用権者が存在したが、その存続期間満了を確認。
	
	

	ニンジン
	○○
	○○L
	育成者権者　　　鈴木○○

専用利用権者　　なし

存続期間満了日　　○○年○月○日
	育成者権者、専用利用権者から、当該種子の増殖・出荷に関する承諾済み
	
	

	カボチャ
	○○（在来種）
	○○L
	育成者権者、専用利用権者その他当該品種等の権利を有する者が存在しないことを確認済み。
	　　　　　－
	
	

	オクラ


	○○
	○○L
	育成者権者　　　山田○○、鈴木○○

専用利用権者　　山崎○○

存続期間満了日　　○○年○月○日
	本品種には、かつて育成者権者、専用利用権者が存在したが、その存続期間満了を確認。
	
	

	ナス


	○○
	○○L
	育成者権者　　　鈴木○○

専用利用権者　　なし

存続期間満了日　　○○年○月○日
	育成者権者、専用利用権者から、当該種子の増殖・出荷に関する承諾済み
	
	


（注）１　本表は、有機農業用の種苗の供給に係る施設を整備する場合に記載してください。

２　本表の作成に当たっては必ず種苗法(平成１５年５月２９日法律第８３号)等関係法令を遵守してください。

３　植物品種の育成者権は、育成者権者が専ら有する権利であり、同権利は、品種登録を受けている品種及び当該登録品種と特性により明確に区別されない品種にも及ぶとともに（種苗法第２０条第１項）、その従属品種（変異体等）にも及びます。（種苗法第２０条第２項）
計画作成に当たっては、対象品種等の育成者権・専用利用権の設定の有無、品種登録出願中であるかないか等を必ず確認し、あらかじめ育成者権者・専用利用権者、出願者等の許諾等を得るようにしてください。

４　業として指定種苗の販売をする者は、種苗業者に該当し（種苗法第２条第６項）、農林水産省令で定める種苗業者を除いて種苗業者の届出が必要となるとともに（種苗法第４９条）、販売に当たり証票表示の義務等が生じます。（種苗法第５０条ほか）
　この場合、「農林水産省令で定める種苗業者」とは、指定種苗を専ら種苗業者以外の者に販売することを業とする者を指します。（種苗法施行規則第２２条第２項）

（３）本事業で整備する施設の貸付及び管理の委託

　　①　施設の貸付

	対象の施設・装置名
	受益農家戸数
	貸付対象
	貸付期間

	現時点での施設の貸付及び管理の委託予定なし。
	
	
	



　　②　施設の管理の委託

	委託先
	委託の内容

	なし。
	


　（注）本表は、本事業で整備する施設・装置を応募者以外の者に貸付又は管理の委託を行う計画がある場合に記載してください。


３　施設の施行方法及び施工業者の選定方法の計画

	施　設　の　名　称
	技術支援施設（研修宿泊施設）

	施　行　方　法
	代行施行

	
	代行施行業者選定方法
	指名競争入札

	
	代行施行候補業者名
	○○○○

	施行業者選定方法
	

	入札（競争見積）による場合
	指名業者選定の考え方
	

	
	指名候補業者名
	

	
	入札立会予定者
	

	随意契約による場合
	随意契約を選択する理由
	

	
	価格の適正性の判断基準
	

	
	候補業者名
	


（注）１　本表は整備する施設ごとに作成してください。また、工種ごと（土木工事、建築工事、製造請負工事等）で施行方法が違う場合は、工種ごとに区分して記入してください。

　　　  　　　２　「施行方法」欄は、「直営施行」、「請負施行」、「委託施行」、「系統施行」のいずれかを記入してください。

　　　　　　　　なお、代行施行の場合は次のとおりとする。

　　　　　　　（１）「代行施行業者選定方法」欄は、「一般競争入札」、「指名競争入札」、「随意契約」のいずれかを記入してください。

　　　　　　　（２）「代行施行候補業者名」欄は、本事業の申請時点における競争候補業者名を全て記入してください。

　　　　　　　３　「施行業者選定方法」欄は、「一般競争入札」、「指名競争入札」、「系統施行における競争見積」、「随意契約」のいずれかを記入してください。

　　　　　　　４　「指名業者選定の考え方」欄は、「指名競争入札」又は「系統施行による競争見積」を予定する場合に、どのような基準及び条件によって業者を指名するのか、その考え方を記入してください。

　　　　　５　「指名候補業者」欄は、本事業の申請時点における指名候補業者名をすべて記入してください。

　　　　　　　６　「入札立会予定者」欄は、行政機関（都道府県及び市町村）から入札への立会いが予定されている場合に入札立会予定者の所属及び役職名を記入してください。

　　　　　　　７　「随意契約を選択する理由」欄は、随意契約を選択する合理的な理由を記入してください。

　　　　　　　８　「価格の適正性の判断基準」欄は、随意契約価格が適正であることをどのように判断するのかを記入してください。

　　　　　　　９　「候補業者名」欄は、本事業の申請時点における候補業者名を記入してください。

４　各種制度資金の利用計画

　　ア　農業近代化資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借入資金額（予定）　　　　　　　　　　　　　千円

　　イ　農林漁業金融公庫資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借入資金額（予定）　　　　　　　　　　　　　千円

　　ウ　その他資金名（具体的な資金　　　　　　　　　　　）　　　　借入資金額（予定）　　　　　　　　　　　　　千円

　　　（注）本事業で施設を整備するため、上記の資金を利用する予定がある場合に記載してください。
第５　添付資料（以下１、７、８については必ず提出してください。２～６については申請時点で整っている場合、提出してください。

１　事業実施地区の位置図

２　施設等の配置図、平面図、事業費の積算（概略設計）、見積書（２社以上）、導入機械施設のカタログ

　　（見積書等を取得することが困難な場合は、応募者作成の概算資料に代えることができることとします。）

３　施設の管理運営規定（案）（様式任意）
４　施設の耐用年数期間の収支計画（案）（様式任意）
５　既存施設と本事業で整備しようとする施設の関係を表す概念図（既存施設がある場合に提出、様式任意）

６　応募者の定款、寄附行為、規約、会計処理規程、財務諸表（最新のもの）又は案の写し

７　過去の農林水産省等の国庫補助事業の取組実績に関する資料（様式任意）
８　本実施計画書の記述内容を補完する資料、関係資料（様式任意、提出可能なもので可）
・本欄についてわからない場合は空欄のままでかまいません。（作目名、品種・系統名等の名称は可能な限り記入いただけましたらとおもいます。）





・種苗法に基づく育成者権の設定状況については、農水省種苗課ホームページで検索できます。


　� HYPERLINK "http://www.hinsyu.maff.go.jp/" ��http://www.hinsyu.maff.go.jp/�


・育成者権が設定されている品種については、専用利用権が設定されている可能性があるため、その旨育成者権者に確認されることをお勧めします。








・本欄については、地域有機農業推進事業の計画書と同じ内容の記述をお願いします。





・わからない場合は、空欄でかまいません。


・事業実施地区となる市町村役場の農政担当課にお問合せいただければ、お分かりになるかと思います。過去１０年間の整備状況について教えてください。








・実際の用地交渉については、採択後、実施いただいてかまいません。本欄は予定のものでかまいません。





・複数年に分散して施設整備を実施する予定がない場合は記入の必要はありません。





本表について


わからない場合は空欄でかまいません。





本表について


わからない場合は空欄でかまいません。





本表について


わからない場合は空欄でかまいません。





本欄について


わからない場合は空欄でかまいません。





・現時点の予定でかまいません。


・使用可能な採種ほ場、人員等を考慮に入れてご検討いただけましたらとおもいます。








・本欄については、地域有機農業推進事業の計画書と同じ内容の記述をお願いします。





・「育苗用温室」には、ほ場に直接設置するパイプハウスは含まないものとします。





・土壌診断の対象となるほ場に作付される予定の作物について全て記入してください。





・採種の対象となる作物について、作物別に対象戸数、受益面積、処理量等を記入してください。（予定のものでかまいません。）





・本事業を国庫補助金以外に自己資金や他からの助成金を充当して実施する場合は、その金額(見込みで可)を記載してください。なお、本事業は、国庫補助金のみを財源として実施する計画を立てることも可能です。





公募に当たっては提出が可能なものについてのみ提出してください。





記　載　例
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